
嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付規程 

 

（目的） 

第１条 この告示は、市民の安全で安心な暮らしの実現を図ることに寄与す

るため、市内の特定空家等の解体撤去を行う者に対する、予算の範囲内に

おける嘉麻市特定空家等解体撤去補助金（以下「補助金」という。）の交

付に関し、必要な事項を定めることを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定

めるところによる。 

⑴ 特定空家等 空家等対策の推進に関する特別措置法（平成２６年法律

第１２７号）第２条第２項に規定する特定空家等及び嘉麻市空家等の適

正管理に関する条例（平成２７年嘉麻市条例第３５号）第２条第１項第

２号に規定する特定法定外空家等で、当該空家が倒壊し、又はその建築

材等が落下し、若しくは飛散することにより、人の生命、身体又は財産

に被害を及ぼすおそれのある状態のもの 

⑵ 所有者等 特定空家等の所有者又は管理者。ただし、法人を除く。 

⑶ 解体撤去業者 市内に本店、営業所又は事務所その他これに類する施

設を有し、特定空家等の解体撤去を行う資格を有する者 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付を受けることができる者は、市内に現存する特定空家

等の所有者であて、次の各号に掲げる要件のいずれにも該当するものとす

る。 

⑴ 解体撤去業者に解体撤去を依頼すること。 

⑵ 補助金の交付申請時に所有者等及び所有者等と同一世帯に属する者で

あって、嘉麻市建設工事等競争入札参加者の資格及び審査等に関する規

則（平成１８年嘉麻市規則第１６６号）第６条第２号に規定する市税等

（以下「市税等」という。）に滞納がないこと。 

⑶ 過去にこの告示による補助金の交付を受けていないこと。 

２ 前項の規定にかかわらず、所有者等又は所有者等と同一世帯に属する者

が嘉麻市暴力団等追放推進条例（平成２１年嘉麻市条例第２４号）第２条

第２号から第５号までに規定する団体又は者に該当すると認められるとき



は、補助金の交付を受けることができない。 

（補助対象特定空家等） 

第４条 補助金の対象となる特定空家等は、次の各号に掲げる要件のいずれ

にも該当するものとする。 

⑴ 嘉麻市空家等対策の推進に関する特別措置法施行細則（平成２７年嘉

麻市規則第４７号）別表第 1 又は嘉麻市空家等の適正管理に関する条例

施行規則（平成２７年嘉麻市規則第４６号）別表第１の評点の合計点数

が１００点以上であること。 

⑵ 建築物に所有権以外の権利が設定されていないこと。ただし、権利を

有する者からの承諾を得たものを除く。 

⑶ 国、地方公共団体及び独立行政法人等が所有権を有していない建築物

であること。 

⑷ 公共事業等による移転、建替え等の補償の対象となっていないこと。 

（補助対象経費） 

第５条 補助金交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

前条に該当する特定空家等に関し、解体撤去業者による建築物の解体撤去

に要した経費とする。ただし、補助対象経費の算定については、国土交通

大臣が定める床面積１平方メートル当たりの標準除却費を上限とし、算出

した補助対象経費に１，０００円未満の端数があるときは、これを切り捨

てる。 

２ 当該特定空家等について、他の制度による給付を受けるときは、特定空

家等の解体撤去に要した経費からその額を除くものとする。 

（補助金の額等） 

第６条 補助金の額は、補助対象経費の２分の１以内とし、５０万円を限度

とする。 

２ 前項の規定により算出した補助金額に１，０００円未満の端数があると

きは、これを切り捨てる。 

(補助金の交付申請) 

第７条 補助金の交付を受けようとする者（以下「申請者」という。）は、嘉

麻市特定空家等解体撤去補助金交付申請書（様式第 1 号）に、次に掲げる

書類を添付し、市長に提出しなければならない。 

⑴ 特定空家等解体撤去実施計画書（様式第 2 号） 



⑵ 特定空家等の位置図 

⑶ 特定空家等の解体撤去経費の見積書の写し 

⑷ 特定空家等の現況写真 

⑸ 特定空家等に係る登記事項証明書及び固定資産税評価証明書 

⑹ 誓約及び納付状況等調査同意書（様式第 3 号） 

⑺ 申請者の世帯全員の住民票の写し 

⑻ その他市長が必要と認める書類 

２ 申請者は、前項の申請について代理人に委任することができる。この場

合において、申請者は委任状（様式第 4 号）を提出しなければならない。 

（補助金の交付決定） 

第８条 市長は、前条の規定による申請書の提出があったときは、その内容

を審査し、現地調査のうえ、補助金交付の可否を決定し、嘉麻市特定空家

等解体撤去補助金（交付・不交付）決定通知書（様式第５号）により申請

者に通知するものとする。 

（補助金の交付申請の変更） 

第９条 補助金の交付決定を受けた申請者（以下「交付決定者」という。）は、

補助金の内容を変更しようとするときは、直ちに嘉麻市特定空家等解体撤

去補助金交付変更承認申請書（様式第６号）に、次に掲げる書類を添えて、

市長に提出しなければならない。 

⑴ 特定空家等解体撤去変更実施計画書(様式第 7 号) 

⑵ 特定空家等の解体撤去経費の見積書の写し 

⑶ 特定空家等の現況写真 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の交付申請の変更承認等） 

第１０条  市長は、前条の規定による変更承認申請があったときは、      

その内容を審査し、変更の可否を決定し、嘉麻市特定空家等解体撤去補助

金交付変更（承認・不承認）決定通知書（様式第８号）により交付決定者

に通知するものとする。 

（完了報告） 

第１１条 交付決定者は、特定空家等の解体撤去が完了したときは、特定空

家等解体撤去完了報告書（様式第９号）に、次に掲げる書類を添付して、

解体撤去完了の日から３０日を経過した日又は補助金の交付決定の通知を



受けた日の属する年度の２月末日のいずれか早い日までに、市長に提出し

なければならない。 

⑴ 特定空家等の解体撤去経費の請求書又は領収書の写し。ただし、請求

書による場合は、補助金交付後、領収書の写しを提出しなければならな

い。 

⑵ 特定空家等の解体撤去後の写真 

⑶ 特定空家等の解体撤去に伴う産業廃棄物処理に関する処分証明書類の

写し 

⑷ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の額の確定） 

第１２条 市長は、完了報告を受けた場合は、その内容を審査し、適当と認

めたときは、補助金の額を確定し、嘉麻市特定空家等解体撤去補助金交付

額確定通知書（様式第１０号）により、交付決定者に通知するものとする。 

（補助金の請求） 

第１３条 前条の通知を受けた交付決定者は、速やかに請求書（様式第１１

号）を市長に提出し、補助金の交付を受けるものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１４条 市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当すると認めると

きは、補助金交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

⑴ この告示の規定に違反したとき。 

⑵ 偽りその他不正の手段により補助金の交付決定を受けたとき。 

⑶ 補助金を他の用途に使用したとき。 

⑷ その他市長が補助金の交付を不適当と認めたとき。 

 （補助金の返還） 

第１５条 市長は、補助金交付決定の全部又は一部を取り消した場合におい

て、既に補助金が交付されているときは、期限を定めてその返還を命ずる

ものとする。 

（嘉麻市補助金等交付規則との関係） 

第１６条 この告示に定めのない補助金の交付手続等については、嘉麻市補

助金等交付規則（平成１８年嘉麻市規則第４９号）の定めによらなければな

らない。 

 （補則） 



第１７条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が定める。 

   附 則 

 この告示は、平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則(令和元年１０月１日告示第６２号) 

（施行期日） 

１ この告示は、令和元年１０月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この告示の施行の手続中の補助金等は、なお従前の例による。  

附 則  

 （施行期日）  

１ この告示は、令和４年４月１日から施行する。  

 （様式に関する経過措置）  

２ この告示の施行の際現にある改正前の嘉麻市特定空家等解体撤去補助金

交付規程に基づく様式による用紙は、当分の間、なお所要の修正をして使

用することができ、又は現に残存するものについては、これを使用するこ

とができる。  

 

 


